第３回コミュニティ審議会 会議録（案）

１　開催日時　平成２０年９月３０日(火)
午後２時から４時３０分

２　場　　所　市役所第１庁舎3階　庁議室

　３　出 席 者　相川征治会長、狼正久委員、川嶋英幸委員、佐藤隆雄委員、鈴木智子委員、阿部洋己委員、河村栄夫委員、島田鍈次郎委員、高橋義武委員、龍田進委員、富田キヨ子委員、稲見義弘委員、長岡みつ江委員、梅谷秀治委員

　（１４名）
　　欠席者　酒井邦夫委員、渡辺雅美委員　　・・・　　　　（２名）

　　事務局　コミュニティ課 吉田市民生活部長、海老原次長、

兼子課長補佐、樋口係長、佐久間主査、田中主事
４　議　　題

　（１）報告事項
　　①行政から
　　②各部会から

　（２）答申内容の具現化について

　　①中間報告について

　　②地域コミュニティに関するアンケートの実施について
５　会議内容

　（相川会長）
・本日の審議会が成立していることをまず報告する。

・アンケート内容を検討してきたが、今日ある程度のものをつくりあげたい。　　

・ 起草部会は、実質的に発足したが今日の審議会で承認をいただきたい。

· 行政連絡員部会の発足については、来月の審議会で提案したい。

· まずは、市から報告願いたい。

（事務局）

・今回の配布資料の説明を行う。

・各部会から、行政に寄せられた疑問等へ回答。

1 問い　答申と建議の違い

(なぜ協議事項となったのか、行政の受け止め方に違いがあるか)

Ｈ19.10.10の答申をどう受け止めているか。

コミュニティ課の権限強化、課長レベル庁内連絡調整組織の対応状況。

回答　

　　　・去る5月20日に、答申内容の具現化についてを諮問としないで、協議事項としたのは、答申いただい内容についてあらためて詳細な点を政策に反映する具体的な考え方を示して欲しいということであり、一度諮問し答申をいただいている内容でもあることからあらためて、諮問ということでなく協議事項にさせていただいた。また、行政連絡員制度の今後の方向性についても、過去に審議会から建議がなされている内容でもあることから協議事項にさせていただいた。

・答申、建議とも附属機関に関する条例の中で位置づけられている市長への意見提出であることから行政としての受け止め方に違いがありません。昨年10月の答申をどう受け止めているかについては、市長をはじめ重く受け止めている。

　答申書の中にもあるが、答申内容を具現化していくには、一朝一夕にはいかない。

　　　　・答申内容を先ず多くの方に理解してもらうことが必要と考えている。そのため行政として市長の報告決議で、ハンドブックへの答申内容の掲載、行政連絡員・自治会長研修会で説明、ホームページや広報誌への掲載、庁内向けには、全部長以上で組織する庁議の中で説明している。議会に対しても答申の資料を配布している。

　　　・もう一つ答申の中でコミュニティ課の権限強化、庁内連絡調整組織についても、直ちにとはいかないが、庁内組織の見直しへの関係部門への提言とコミュニティ課内部での庁内連絡組織の立上げについては、過去に同様の組織があり機能していた時期もあり検討している。

その組織の目的･目標を明確化した上で、それには審議会の意見やアンケート調査などを参考にしていく必要がある。

・最後に審議会の位置づけですが、諮問機関であり、実施する　　　のは市長・行政である。2年の委嘱期間の中でご意見等いただければと思っている。
2 問い　後期基本計画に答申内容が入れられているか

　　　(過去の審議会で市長に提出している答申･建議はどうなっているか)

回答
　　　・後期基本計画に答申内容を反映させることについては、そのための作業を進めているところである。全市コミュニティ推進会議、地域まちづくり協議会、リーダー育成の考え方等について前向きにその計画に盛り込むように努力している。

　　　・庁内組織として、部長クラスでの策定会議、課長クラス、課長補佐クラスという三段階での庁内総合計画、後期基本計画の策定のプロジェクトが立ち上がって部長レベルの会議が昨日あった。その中で、答申内容を踏まえた形のコミュニティ施策について基本的な考え方を述べたつもりであり、計画に盛り込むかたちで努力している。

・過去の答申建議の内容については、別添資料のとおりであるが、昭和５５年以降記載してあるが、平成10年の総合計画長期構想に関しての建議は、その当時の前期基本計画にほぼ盛り込まれている。ほとんどの答申、建議について施策事業に反映していることを理解いただきたい。

　　　・平成14年に新たな住民自治組織をめざしての建議をいただいている。これについては今回、昨年１０月にいただいた答申の内容に近い部分があった。平成１５年の行政連絡員制度の見直しについての建議は、一部を除いて自治会連絡協議会組織、市政協力制度の創設という提言であったが、その考え方を尊重した中で、文書配布事務の自治会委託、行政連絡員制度を見直し、自治会等交付金制度を創設している。すべて反映できたかというと１００％ではない。ただ答申、建議についての考え方を尊重して施策に反映してきたことをご理解いただきたい。

3 問い　おおたかの森について市はどう考えているのか

回答
地域協議会のモデル地区として、おおたかの森新市街地地区

　　　をモデルとして取り入れるべきかどうかで、市の考え方はどう

　　　かということについては、人口流入が著しい地域で、自治会地域が再編成されなければならない区域であり、小学校が移設建築中で来年オープンのところと、これから人口が増えた場合の１校増設分の用地を確保している。非常に地域協議会を立ち上げるには苦労の多いところであるがモデル的に取り上げてもよいと考えている。その辺は、皆さんと一諸に議論していけばと思っている。

（相川会長）

　事務局から報告がありましたが、質問等があればお願いしたい。

（梅谷委員）

平成２０年度の予算の中で、人材育成に関する予算について何も触

れていないが、それは、前回お聞きしたとおりの内容でよいのか。

（事務局）

はい、今まで話をしてきた通りです。

（河村委員）

・事務局の説明で概略は納得したが、行政は私たちが出した答申の具体的な提案をどう感じているか聞きたかった。

・特に、全市コミュニティ推進会議や地域まちづくり協議会をどう思うのか、また行政の窓口一本化はどうなのか。今のお話で答申の内容を受けて後期基本計画に反映するように今努力している、答申内容については、行政として基本的には同意しているという理解でよいか。

（事務局）

　・まったく、そのとおりであり、昨年、答申を受けた内容について

は、新たなコミュニティ形成を図るうえで、必要であると認識して

いる。

　・そこで、具体的に進めるうえでどう進めていくべきか、ご意見を

伺いたい。

（相川会長）　　

それでは、次に部会の報告をお願いしたい。まず、人材部会からお願いします。

（梅谷委員）

・流山市に、どういう人材育成が必要であるか議論をして、自治会

長を中心としたリーダーと現場のリーダーとを分けて今期は、自治

会長を中心としたリーダーについての研修を提案した。

・自治会長を中心としたリーダーと現場のリーダーとを分けないで

一緒に研修してはどうか、また行政連絡員研修会とタイアップして

はどうか。

・自治会長と言っても実質地域のリーダーとして頑張っているし、

１年任期で仕方なくやられている人もいる。そういう人たちをひと

括りでやっても無理ではないか。

・研修形式で全員まとめて研修するのか。ある程度の人数を区分し

てやっていくか、その辺も検討が必要である。

・その結果、市全域を４地区に分けて、それぞれ２回、自治会長を

中心としたリーダーとＮＰＯなどのリーダーをどうするかは、今後

詰めていく。

・地域で自治会活動をとしている人たちには、組織のリーダーともう一つは現場の活動リーダーという２つの側面がある。

・今後、人材育成を進めるうえでは、組織としてのリーダー、新し

いリーダーのあり方を理解することが必要である。

・まず、それをやったうえで、来年以降、現場のリーダー、活動のリーダーを入れていく方向をとったらどうだろうかということで、今年の１２月までに準備をすすめて、年明けから自治会長を中心に組織のリーダーとしてどう育成するか考える。来年以降、この活動をつづけていくときに組織の中からこういう人も、あういう人も研修して欲しいとの状況をつくるための研修をやっていったらどうだろうかということで、今後詰めていく考えである。

（相川会長）

　次回の１０月には、部会としての成案を出せるか。

（梅谷委員）

　１０月９日に、人材育成部会を予定している。できるだけそこで詰

めたい。

（相川会長）

今年度の実施案と来年度の計画案を提出していただきたい。

（阿部委員）

・事務局に聞きたい。平成１５年９月４日の行政連絡員制度の見直

しの中で、市政協力員制度の創設について建議があったが今どのく

らい進んでいるのか。

（事務局）

　・審議会からの建議については、行政連絡員制度を廃止して市政協力員制度としての提言があった。

　・中身は、今の制度と変わらないが名称と制度そのものを一度整理しようということであった。

・行政連絡員制度は、報酬を伴っている。

　・報酬が、自治会に入っていたり、個人に入っていたりとさまざま

　で弊害があった。

　・大きな点では、行政連絡員制度を解体し自治会にお願いするものと行政連絡員にお願いするものを分けた。

　・名称を変えて、市政協力員にしようということであったが、その名称は行政連絡員という名称を引き続き使ってきたという意味では提言を取り入れなかった。

　・今後の課題を整理し１０月の審議会に提案したい。

（阿部委員）

行政連絡員は少なくても、自治会長と兼務されている人が多いが、

要するに自治会単位ということですね。

（事務局）

　自治会の推薦をもとに、行政連絡員を委嘱している。

（相川会長）

次に、地域協議会部会から報告願います。

（河村委員）

　・９月１６日に、第３回目の部会を開催した。

　・内容は、

　　○前回提出された年間スケジュールとの比較。

　　○各地域協議会の設置のアプローチの方法について、もう一度検討。

　　○地域協議会の制度設計について。

　・この３点に絞って話し合いをした。ある意味で同じ話の繰り返しになったが、回を追うごとにお互いの認識も深まり、見えなかった部分もかなり見えてきた。

・地域協議会のアプローチの方法ですが、６月１９日の資料による

と４つの方法があった。

1 総合計画リンク型

2 総合計画リンク型の修正版

3 自発意志型

4 総合計画独立型

· ①は時間的にも庁内の組織的にも難しいが、②はコミュニティ審

議会も中心になってタウンミーティングで考え方を反映させていく

ことができるのでこれを活かして、③は理論的にはよいが時間がか

かりすぎる。④は、独自のモデル地区を立上げる中で、できるだけ

早いタイミングを狙って地域まちづくり協議会をスタートさせるの

がよいということで、②と④を取り入れたかたちで今回進めていく

ことを確認した。

　・制度設計については、地域まちづくり協議会が具体的に何をやる

のかが見えてこないという意見があり、制度設計をしっかりやって

いくいことになった。

· 福岡市は、市長がリーダーシップを取り住民説明を行い、行政主

導で協議会を立上げている。

・モデル地区を４つに絞って話し合った。

1 八木南の第３コミュニティ運営委員会を中心とする地区は、コミュニティ審議会委員がいることもあり、すでにできあがっている運営委員会を母体にぜひモデル地域まちづくり協議会を立ち上げようと話しあった。たとえば、熊野神社が宮園団地の近くにあり、秋祭りを一つの核にしたらどうか。八木南小の運動会、小さな自治会で夏祭りができないのであれば、八木南小を舞台に夏祭りを行ってはなどの話しが出た。

2 おおたかの森は、先ほど事務局からの話があったが、一番よい形でうまくいけばできるし、逆にいったら難しい。答申でも一つのモデルにしたいと謳っている。次回は、新市街地地区安心・安全まちづくり協議会に自治会はどこまで入っているのかも含め行政に調べてもらい協議をする。

3 初石東地区連合会、これは自治会の連合会が出来上がっているし、審議会のメンバーも入っているので前向きに検討していきたい。

4 松ヶ丘地区、ここも連合会の母体があるところでモデル地区の一つの候補となる。

・総合計画とは別にして、モデル地区には審議会のメンバーができるだけ直接参加できるようなところからやっていったらどうか打ち合わせをした。

　　

（相川会長）

　報告ありがとうございました。

　次に、全市コミュニティ推進協議会から報告願います。

（稲見委員）

・今回は、全市コミュニティ推進会議の役割をどういう風に持っていくか、あまり全体に広げてしまうと難しいので、内容役割を絞って準備会を立ち上げたらどうか。

その内容は、

1 新たなコミュニティに関する合意形成をするための啓発活動。

2 地域コミュニティ協議会の設置に関する推進、支援。

3 自治会等団体の活動に対する相談相手。

以上の役割でとりあえず年度内に準備会ができたらよい。

· 推進協議会の役割はよいが、組織をどうするか、また位置づけを

どうするかについても話し合った。

・推進会議と審議会との関係、それから市役所との関係をどのようにしていくのか。

・その辺を明確にするには、全市コミュニティ推進会議の設置に関する要綱、規則にそった組織にしなければならない。

・推進会議の予想されるメンバーも検討された。

自治会、市民団体の代表者　　　５～６名

モデル地域まちづくり協議会　　　代表者

　　　審議会メンバー　　　　　　　　　何人か

　　　市の代表者　　　　　　　　　　　何人か

　　　　　　　　　　　合　計　　　　１５名程度

　　以上のメンバーで始めたらどうか。

・当然、メンバーを委嘱する場合は、メンバーの処遇を如何するかは要綱や規則で決めなければならない。

・ボランティアでやるか、日当、交通費を出すのか、その辺を年内にある程度の目安をつけて、年度内に動きだせればと考えている。

　

（相川会長）

何か質問ありますか。

（事務局）

· 審議会で、実行部隊的な役割をしているのではないかと受け止め

ざるを得ない部分を感じる。

・準備会の中に、審議会のメンバーを入れて審議会が中心となって今年度立ち上げると、行政が追いつかない。

・審議会にそこまで求めてよいのかという部分がある。

・地域協議会のモデルとしてこの地区がよいだろうという提案はわかるが、審議会が入って、たとえば熊野神社のまつりを進めていくことは、地域の自発性が無くなる。

・地域の方と一緒になって考えていくべきものと思っている。

・具体例を出していただいて、そこにはどんな問題があってこう

進めた方がよいというような提案をいただければと思っている。

（稲見委員）

・審議会の仕事は、こういう具体策があるというような答申なり建議、具申をするのが審議会の仕事である。

・早急に準備会を組織して、地域協議会を組織する働きかけをしないといつまでも、絵にかいたモチになってしまう。

・審議会そのものが実施するかたちで話をしたが、審議会がそこまではできない。

・そのようにやっていったらどうか一つの提案を出すつもりである。

　　
（阿部委員）

・総合計画に盛り込むことが一番よい方法と思っているが、そこが

我々には見えない。

・今回審議会に投げかけられたのは具現化である。具現化は、抽象

論だけでは現実にならない。

・答申を受けて行政がやる部分が企画なのか市長なのか見えない。

・市民生活部でどの程度総合計画に盛り込む努力をされているか知

りたい。そこが分かれば、審議会が一緒になってバックアップする

ことができる。

・それが今、目に見えないので焦りもある。

・今日は、事務局から総合計画についてどのような動きになってい

るか聞かせていただけると期待していた。

（相川会長）

・審議会は、答申なり建議をする機関であって、実行する機関ではない、もう一度はっきりさせておく必要がある。

・稲見委員が申し上げているのは、市が準備会をつくってくださいという提言をするという話である。審議会のメンバーが何人かという話は、実質的に審議会の委員が動くのではなく、いわば一市民として審議会の委員が準備会に入ることが現実的じゃないかとそういう意味で理解してもらいたい。

（河村委員）

・地域協議会で話し合ったが、例えば八木南小学校地区の協議会を立ち上げるのに審議会の中に、地区内にお住まいの委員が３人いるがその３人で立ち上げる話ではない。

・これは、あくまでも本来ならば自然発生的に、また私たちは呼びかけたり支援はするが、立ち上げは今の第３コミュニティ運営委員会を中心に立ち上げる。バックアップしていくが、コミュニティ審議会が実践の先頭に立って、動くつもりはない。

・八木南でＴさんぜひやってくれと頼んでいるが、それはあくまでもコミュニティ審議会から派遣されたということではなく、地域の人から推薦されて個人的に動くことで、その辺は誤解のないようにしていただきたい。

・我々が行政にお願いし、我々が具体的に動かないとできないのではないかという危機感があり、話をさせていただいた。

（相川会長）

・審議会は、市に答申する機関であるというけじめは、きっちりつけて、しかし、我々が議論したことは、議論して終わりでなく実のあることをするため、私たちは体を動かさなくてはならないという面があるということを整理し理解して欲しい。

（事務局）

・阿部委員の基本計画の関係で、実際には基本計画を定めてそれを

実施するための具体策として実施計画が伴う平成２０年度から同じ

に実施計画がスタートしていく。

・具体的な事業展開のための地域まちづくり推進協議会という一つの事業があるが、具体的なものがたとえば何か出てきた場合には、それを実施計画の中に盛り込んで推進するという方策で考えている。

・具体的には、この１０か年、平成１２年スタートで現在までのコミュニティ施策についての振り返り、今後やっていこうとする１０年間の展開と方向性について、今策定委員会そして策定部会の中で検討している。

（阿部委員）

・もう少し具体的にいうと、地域協議会、それから全市推進会議、これらの具体策案を出しているが、基本的に協議会方式でやるとか、推進協議会をつくるという話は、行政側からまだ出ていない。

・検討しているとは聞いているが、協議会方式ではやらないという決定が出た場合、モデルをつくってやっていこうとしていることがどうなるのか心配である。

・総合計画の中に、３６項目の一つに入っているが、抽象的であり協議会方式ということはでてこない。総合計画に入れていただけるのかが心配である。

（事務局）

昨年１０月の答申を踏まえて、全市、地域まちづくり協議会という文言を入れている。

　（阿部委員）

否決されたりはしないのか。

（事務局）

昨日の策定会議の中で、それを文言として入れている。

（阿部委員）

答申書には入っているが、答申内容を総合計画の中に取り入れるか

どうかは別問題である。

（狼委員）

・希望としては、１１月までかかって行政が素案を策定されている

と予想しているが、その原案を早い段階で審議会に下ろしていただ

いて、審議会としての意見を述べさせてもらえるとありがたい。

・そうすれば、阿部委員とか河村委員がどういう文言で入っている

か理解できる。

・今すぐ出して欲しいというのではないが、そういうスケジュール

で進めていただければと思う。

（河村委員）

私たちに原案を、参考までに見せていただけるとありがたい。

（事務局）

・当然、タウンミーティングで地区に入って地元説明することで企

画で進めているが、その段階では素案というか現行の３６項の施策

についての評価と今後の展開についての話をしていかないと話にな

らないので、コミュニティ施策については、その段階で提示できる

と思う。

・今のスケジュールでいくと１２月に、タウンミーティングをやっ

ていくような方向で聞いている。

（阿部委員）

人材育成は、予算はついている。これは答申を出したときに市長か

ら話しがあった。それ以外のものは話が無かったが全市コミュニティ推進協議会やまちづくり協議会を立ち上げる方向で進んでいるのは、間違いではないと思ってよいのか。

（事務局）

２２年度からスタートする後期基本計画ではなくて、実施計画もあ

ることから、その予算への反映は可能である。

（狼委員）

審議会は諮問機関であるので意見を言って答申を出すんですが先ほ

ど稲見委員の話で、審議会の内容を知っている人が推進組織に入ったほうがよいのではないか、審議会の答申内容を知っている市民として審議会委員が参加することは、別にかまわないと思う。

（相川会長）

肩書は、いいんじゃないですか。名前の肩書に審議会委員で別に問

題ない。整理されれば問題無いと思う。

（事務局）

元審議会委員とかであれば。

（佐藤委員）

· 解釈の違いだと思うが、稲見委員が提案された組織は、地区代表と行政と審議会委員となっているが、審議会委員を専門委員とするか、専門委員の中に学校関係とか地域ＮＰＯとして活躍している人とか審議会のメンバーであってもかまわない。

・専門的知識を有するもという提案をすること、それから行政が一番困るのは、準備会を年内に立ち上げたいということではないかと思う。

・実践の部分で、その中に審議会のメンバーが入ってくるとそれは越権行為になるということである。

・役割として、立ち上げの時期をどうするか、一番行政にとって大きな悩みではないかと思う。

· まだ、準備ができていない中で、今年度の中間報告をもとに行政

として検討していかなければならないのに、審議会から中間報告がでて、すぐに準備会が立ち上げられたのでは困るということが問題である。

（相川会長）

・準備会を立ち上げるのは、審議会が立ち上げるわけではない。

・行政が立ち上げる。

・本当に今年度立ち上げる必要性があると行政が受け止めれば、立

ち上げればよいのである。

・審議会の全市推進部会では、立ち上げる必要があると今は思って

いる。

（事務局）

分かりました。

（島田委員）

準備会を立ち上げることも、私たちが予算要求する建議の中に入れ

なければならないと思う。それを部会の方で立ち上げますといって実行をしたのではやはり、行政としては建議を受けとめる立場から困るんではないか。

（相川会長）

・そうですね。１０月に建議にするか報告にするか意思表示を公にするということである。

（佐藤委員）

それを行政がどう受け止めるかである。

（稲見委員）

・実際問題、今年度お金がかかるものはできない。

・少し急いでいるような意気込みを見せて、だいぶ強いことを報告

したが、具体的に立ち上げは来年度になるが行政としてある程度そ

の準備をしておいていただきたい。

（相川会長）

予算を要求しなくてはならない。

（稲見委員）

予算要求するにしても、１０月中にしないと来年度の予算に反映されない。そういうことがあるので少し早め早めにやったらどうですかということである。

（事務局）

ありがとうございます。

（相川会長）

その辺は、ある程度整理がついたということでよいですね。

（梅谷委員）

· 一つ確認ですが、人材育成の予算が今年度ついているが、コミ

ュニティ審議会の予算としてついているのではなく、行政がやるということですね。

・人材育成部会として私たちが進めている案があるが、それでよければ行政がこれを受けて実施するということですね。

（事務局）

そのとおりです。

（相川会長）

・必ずしもそうではなく、昨年の１０月に市長に答申を出しているわけで、審議会として具体的な施策なりを建議提出すれば、市としてやらざるをえなくなる。

・報告事項については、この辺で審議事項に入りたい。

・アンケートについて、決めたい。

　　　　　　　　　　　　　休　　　憩

（狼委員）

添付資料により、アンケートの修正箇所について説明。

　　　　　

（相川会長）

・意見をいただいて、微調整についてはお任せいただきたい。

・了解いただければ、起草部会で最終的に決めたい。

（阿部委員）

以前も質問したが、自主防犯パトロ－ル隊というのがあるが、やはり、コミュニティの核というか、安心安全はかなり大きな部分がある。そこで一団体だけ入っているがアンケート対象団体として入れたらどうか。

（狼委員）

・添付資料によりアンケート対象団体について説明。

・地域協議会を構成するメンバーを対象にしたい。

・すべての自治会は中心になると答申で謳っている、自治会１７０

団体で、それから自治会連合会がいくつかある。

・根郷とか宿とか南流山、初石、八木地区それから前ケ崎、松ヶ丘

で東部２４自治会連合会を含めて８ケ所である意味で核になってい

く。

・昭和４６年の自治省のモデルコミュニティ事業の八木南地区から

は第１、第２、第３コミュニティ運営委員会を対象とする。

· ＮＰＯなど市民活動団体というのは、市民活動推進センターに登

録されている約１１０団体とＮＰＯ法人３７団体を合わせると１４７になるが、市民活動推進センターに登録しているＮＰＯ法人もあるので合計１２６ある。

この中でも活動分野が趣味的なところは、まちづくり協議会にそ

ぐわないので対象から除外して、８５団体に絞った。

・平和台防犯パトロール隊が入っているのは、市民活動団体として登録してるからである。

（阿部委員）

登録していないのが、４３団体あり、かなりの数になります。

（狼委員）

・それ以外に、地区社協、１５小学校単位である。

・他に子供会、青年会、婦人会があるが、先ほど言ったように協議会の中心的になるところを対象にするつもりであった。

・自主防犯パトロール隊もはずしたらどうか、それから流山市地域包括支援センターが４つある。それもどうするかと思っている。

・追加として、流山市民まちづくりネットワークと魅力ある市民活動を考える会、それから初石タウンサービス、この辺は入れてはどうか、ボーイスカウト・ガールスカウトをいくつか入れたが実際にはボーイスカウト・ガールスカウト連絡協議会というのがありそれに登録されているのは全部で７つあるのでどのように扱ったらよいかという問題もある。

（阿部委員）

・防犯としてまず消防団、安心・安全に関する団体は入れたらどうか。

・だんだん核になってくる。

（相川会長）

その辺いかがですか。ようするにＮＰＯでなくても防犯パトロール

隊は、多数あるわけですね。色々な団体の意見を聞くという点では、防犯パトロールとか消防団の意見を聞くのは重要といえば重要である。

（阿部委員）

１００％重要であるということではないが、住みわけができれば自

治会の中にある防犯パトロール隊は入れないで、自治会を超えて活動しているものは入れるというのはどうか。

（事務局）

自治会で５４自治会が絡んでいて、自主防犯パトロール隊は４４組

織ある。ただ、一パトロール隊で２～３自治会と重なっているところはある。

（事務局）

単一の自治会で一つのパトロール隊とつくっているところもある。

それが多いということである。

（狼委員）

課題として防犯だけが突出して上がってくることが懸念される。

（相川会長）

· ＮＰＯの場合、この設問にはどうかというところがあるかもし

れない。

・市にどう選んだのか苦情めいたものが来る可能性があるが、アンケートの主旨を説明してあげれば、これはこれでよい機会である。

（阿部委員）

環境を考えるところがいくつか入っていますね。そういう意味では、防犯というひとくくりにしなくても、安心安全が入ってきてもよいのではないか。

（相川会長）

もう少し検討しては、どうですか。

（狼委員）

　複数の自治会にまたがっている防犯パトロール隊については、入れ

てよいかと思うが、自治会内の組織であれば自治会の意見としてとら

えればよいと思う。

　（相川会長）

　ＮＰＯと自治会連携はテーマでもある。

（佐藤委員）

阿部委員が言われるとおり会の安全を考える流山市民の会ＮＰＯの

会があれば該当するが、防犯パトロール隊で２～３自治会に跨っているのであれば入れてよい気がする。

　（阿部委員）

　全部とは、言っていないので組織的になっているところは入れて欲しい。

　（相川会長）

　いくつぐらいあるのか。

　（阿部委員）

　今の話では、１０団体あるかどうかである。

　（事務局）

　それは安心安全課で分かる。

　（龍田委員）

・対象は、すべての自治会であるが、自治会長が地区社協とか連合自治会の代表者と重なるところがある。

・重なった方にもいくわけで、このアンケートは、自治会として答えてくださいというところと、連絡協議会たして答えてくださいというところをよく明記しないとだめである。

・複数届いて、同じものであると理解されてしまうと困る。

　（狼委員）

　そういうところは、メモを入れるとよいのではないか。

　（相川会長）

　内容的に違いますからね。

　（龍田委員）

　・連絡協議会は、大きく捉えていて細かいことはやりません。

　・社会福祉協議会と自治会とでは答え方が違う。

　（佐藤委員）

　断り書きを入れて、立場が重なる方はそれぞれの立場で答えてくださいとか。

　（稲見委員）

　連合体のところは、メモ書きを入れてＮＰＯの方は、確かに一筆入れていただいた方が、色んな団体があるから地域に密着した団体でなくて活動しているものがあるかもしれないので、その辺も考えてはどうか。

　（相川会長）

　ＮＰＯについて一言、関係がないところは答えなくてよいとすることと、全体を通じて人格の違う団体にいった場合は、それぞれの人格で答えてくださいといったかたちで。たとえば、連合会とか自治会とか。

　（狼委員）

　郵送するときは、それぞれの団体の名前を書いて何々様というかたちで送るのか。個人名で何通も届くうようにするのか。

　　（相川会長）

　今までの意見を踏まえて、できるだけすっきりした対象、それがスタイル、その辺を検討して次の起草部会に任せるということでいかがですか。答申でＮＰＯと自治会すべてと謳ってあるから選んだだけで

対象を減らすことも増やすことも問題ない。

　起草部会で最終の詰めをすることでどうか。

　（事務局）

　どこまで増やすかについては、予算の範囲内でということでお任せ願いたい。

　（相川会長）

次回の、１０月２１日火曜日は、午後２時から市役所４階委員会室で、コミュニティ審議会を開催いたしますので出席をよろしくお願いします。

以上で、コミュニティ審議会を終了いたします。
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